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御地地下街「ゼスト」の開業、地下鉄東西線の開通が、春から秋にかけて連続した。   
本年度の学生ゼミナールでは、このうち10月12日に営業を開始した地下鉄東西線に焦点  
をあてて、地下鉄開通が地域に与える影響を調査することにした。この冊子は、その調査  























ー1－   
かかわらず、講義やアル′ヾイトの合間をぬって、ヒアリング調査や各種アンケート そし  
て報告書の企画、執筆、編集といった一連の調査活動をやりとげ、その分析結果を調査報  























ような改善の→助となれば、幸Vニ、である。   
もとより、本報告書は、短期間の戟寮時間しかとれなかったこともあり、不十分な点や  
事実誤認なども少なからずあるぁせはないかとおそれている。大小を問わず、＝ご始端、ご  




一2－   







教授  岡 田 知 弘  
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区 分   効  果  の  内  容   
直接   開発利益吸収効果（開発負担金、駅前区画整理）   
事業収支効果    効果   税増収産出効果（固定資産税アップ、市民税の産出）  
社会資本節減効果（道路投資抑制、市街地整備）   
地域振興効果（ニュータウン、エ場甲胤新産業創出）  
間接波及効果      空間秩序効果（スプロール防止、再開発の促進）  
間接  社会開発効果（郊外・事故の抑制、社会的弱者の保護）  
効果  都市空間構造の再編成（都市一極集中の是正・インナーシティの満性化）  
郡市再編成効果      都市者聞構造の再編成（共益社会の拠点形嘩・複合経営の形成）  
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つつもヾ私たちの考えたあるべき方向性を提示してみることにもた辟封；   
最後に各章の内容を簡単に紹介する。  、．．．，ノし   
本報告書時3章で構成されている。まず、Ⅰ章では地下鉄東西線の構想’・彗建設過程をそ  































ー9－   
1）神戸都市間題研究所鉄道文化研究会「都市鉄道と地域開発」F都市政策』、1994年、   
pp．119－120。  
2）都市の郊外に広がる無計画的で無秩序的な住宅開発。  
3）一般には国や地方公共団体などの公共部門（第一セクター）と民間部門（第ニセク   
ター）との共同出資で設立された事業団体を指す（「地下鉄問題の基礎知識」rねっ   
とわーく京都j1994年10月、p．3恥東西線では京阪三条一御陵間において採択   
され、京都高速鉄道株式会社が事業主体となっている。当初の京都市の出資率は   
51％。詳しくは、Ⅱ章の2節参照。  
4）神戸都市間題研究所鉄道文化研究会「都市鉄道と地域開発」r都市政策』、1994年、   
pp．119－1200  
■－■一   
＿ごヅ．、、√⊥一代‥  
亡！  
－10－   
工章 地下鉄菓西棟事業事業の構想と建設過程   
本章では、京都市交通局が主体となって行う公営事業としての地下鉄東西線事業をとり  
あげる。まず、1節では東西線事業の構想が立ち上がってくる背景を、日本経済全体の流  
れと関連付けて検討することにする。   
続いて2節では、実際に東西線が建設され始めてからの建設段階で生じた諸問題を、と  
りわけ建設費膨張問題など営業段階の問題と関連付けて検討することにしたい。  
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囲Ⅰ－1－2 行政区別人口の推移  
昭取口年 芯  一口  喝  別  S  8） 平成2年  
（l添5）【I9∝】〉（l減）（1970）（】g乃）（柑∽）（l盟5）（相羽）  
（資料）京都市企画調整局『新京都市基本言十画』1993年、15責より○  









▲’面i   



























敷地内乗り入れを許可したことなども、その傾向を助長したものと思われる㌔ このため  
市電の利便性が低下したことと、都心部における人口の減少などによる利用者数の落ち込  









的輸送機関の建設計画について」および、1969年（昭和44）に策定された ほちづくり構  




















図＝－1－5 高速鉄道路線概念図  
（資料）京都市交通局『京都商連鉄道烏丸線建削、史』1986年、20貢皐り中  
一16－   
図Irl－6 高速鉄道窮構想図  
（資料）京都市交通局『京都高速鉄道烏丸線建設小史』1986年、23頁より。  
協力を得るべく説明・折衝を行うなど具体的な実現を目指して動きだすこととなったので  











一17－   
図Ⅰ－1－7 京都周辺嵩連銭道道路綱囲  
（資料）京都市交通局『京都高速鉄道烏丸線建設小史』1986年、44月より。   











－18－   
えよう。そして当時の決定までの経過は角栄流「改造論」を、歴史遺産が多いという特性  
を持つ京都市に対しても画一的に適用したものだったのではないだろうか。ともあれ市電  



























をイ、さくすることの原因になったといわれているき）。   
こういった国レベルでの政策の影響を受けながら、1988（昭和63）年に京都市は、東西  
－19－   
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2節 建設過程と経費膨張問題  




陰線二条駅へ至る。全線地下構造で建設し、起終点を含め13駅が設置されている。   
東西線醍醐一三条問12．7kmのうち、醍醐一御陵問および三条京阪一二条間の9．4kmは、  
京都市が第1種鉄道事業l）として建設し、京阪電鉄京津線との競合区間である御陵一三粂  







京都市   255，560（株）  1字，77弓．0（百万円）  83．4％   
京阪電気鉄道㈱  15，200   760．0   5．0   
金融機関12行   23，7細  1，187．5   7．8   
公益企業2社   1，800   90．0   0．6   
損保会社4社   1，140   57．0   0．4   
地元企業10社   4，850   242．5   1．6   
関連企業12社   4，100   205．0   1．3   
合計   306，400   15，320．0   100．0   
（資料）京都高速鉄道株式会社『会社概要』より。  
（注）小数点2位以下四捻五入のため合計値は合わない。   
建設工事に関しては、東西線のルーートが、市街地での自動車交通量の多い道路、山岳部  
など様々なところを通るため、それぞれの地域条件に応じた工法が採られている○   





は6動こおよび、工事は困難をきわめたという。   




うえ中央部に京阪電鉄京津線が運行している神宮遺一束大路工区で採用された0   
③バイブルーフエ法 道路側面に立杭を掘り、そこから地中にパイプを差し込んでトン  
ー22一   
ネル部の天井をつくって道路などを支え、その下を掘削する工法。路面電革の真下の工事  
などに有効で、御陵駅・蹴上駅・三条京阪駅工区で採用された。   
④ナトムエ法 東山トンネル工区では東山連峰を横断するため、一般的に山岳トンネル  
の掘削に用いられているこの工法を採用した。  























【3】建設責膨諜の原因と市長の弁明   
先に述べたように建設費は、当初予定の2，450億円から4，710億円へと約2倍に膨張し、  
最終的には4，537億円に達した。このような事態を受けて、1994年7月14日から22日にか  
－23－   
けて臨時市議会が開かれた。以下では、市読会議事掛こ掲載されている市長の報告をもと  
に、建設茸膨張の原因と市の対応について述べることにしよう。   






検であることに問題があるかもしれない。   




















調整が不十分であったことを認めている。   
④ホームドアについて ホームドアとは、線路とホームをスクリーンで仕切り、車両の  
ドアとホームのドアを連動して開閉させるものである。旅客の転落、列車との楼触事故の  


























の声も出されている3）。   






－25－   
しておかなければならないだろう。   









の負担が生じると見られる。   
b国への要望 事業費の必要性と経営健全化の具体策を示して、運玲省、自治省、大蔵  
省に要望活劾をおこなう。また京都府に対しても、補助金の増額を要望するとともに、京  
阪電鉄をはじめとする民間棟主の協力を求め、第三セクターに民間資金を導入するとして  
いる。   
eリストラ 職員の勧奨退職、レイオフの実施、市長部局への配転、外郭団体への派遣、  
退職者の不補充、関連事業公社を設置し一時派遣を行うことなどで対応するとしている。  
このリストラで交通局職員2．822人のうち、475人の削減が見込まれている。また、東西線  
はワンマン運転とする。   
d需要喚起策 地下鉄付帯五大事業の推進により、東西線と接続する公共交通ネットワ  
ークの中で、コンサートホールなど広域的な集客力をもつ施設を建設して需要を喚起する  
ほか、民間プロジェクトの誘導によりまちづくりと広域的な集客に努める案が出ている。   
○受益者負担 地下鉄、市パスの運賃の値上げ、市バス赤字路線の見直し等が計画され  
ている。   




ことになった（訂京都新開j1997年12月24日付）。   
⑧第三セクター方式 東西線の京阪三条一御陵間では、第三セクター方式がとられてい  
る。これは、競合する京津線との関係上取られたもので、京都高速鉄道株式会社を設立し  
て工事が取り組まれることになった。しかし第三セクター方式で事業を行う場合、最大の  

















1）地下鉄事業の免許は、鉄道事業法により3つに区分されている。第一種鉄道事業と   
して免許された事業者は、鉄道施設を建設・保有し、旅客の輸送を行う。第二種鉄   
道事業者は、第三種鉄道事業者の建設・保有する鉄道を使用し、旅客の輸送を行う。   
第三種鉄道事業者は、鉄道施設を建設・保有し、第二種鉄道事業者に貸与する。井   
口富夫「京都の都市交通」『規制後和と地域経済』税務経理協会、1996年、p．63。  
2）市町村については、赤字比率（実質収支／標準財政規模）20％以上で財政再建団体に   
指定される。赤字再建計画により、歳入・歳出における厳しい合理化が進められる。   
歳入においては増税などにより住民の負担が大きくなり、歳出においては地域間題   
（保育事業、景観問題など）の対応項目が削減されるといわれる。（「地下鉄問題の   
基礎知識」『ねっとわーく京都』1994年10月、P．40。）  
3）町ねっとわーく京都』1994年、9月号、p．58の現場関係者緊急座談会を参照。  
一27－   




























－28－   
【1】地下鉄事業の財政的問題   
具体的な事例に入る前に、付帯事業の意味をよりわかりやすくするため、地下鉄事業の  














累積黒字   純粋綬乍   





125頁より作成。   
図Ⅲ－1－】の収支推移から分かるように、開業時から経営黒字の時点までは赤字構造  
を余儀なくされ、累積赤字が膨らみ、建設利子負担、施設償却圧迫などにより経営的に苦  

























て検証することとしたい。   































であり、その意味については後述する。   
②福岡市 神戸市と対照的な経営戦略をとっているのが、福岡市である。私たちが福岡  
市交通局で行ったヒアリング調査の結果、同市の地下鉄建設は純粋に交通政策の中で進め  































う姿勢がうかがえる。   





－32一   
都市の場合、前者と同様の政策が進められていることから、それに対する一定の評価を踏  






















1）神戸都市間題研究所「都市鉄道と地域開発」『都市政策』、1994年、pp．113－137、の   
内容にもとづいてまとめた。  
2）実は、これについてはもう一つの点に留意しなければならない。この問題は、単に   
付帯事業と地下鉄との相乗効果のみではなく、建設費の赤字に対する別の見解にも   
係わる。つまり、神戸市の場合、市が多くの交通関連の外郭団体を営業しており、   
地下鉄事業自体は赤字であるが、地下鉄事業のプラス的．な影響を受ける結果、．地下   
鉄ど外郭団体などの関連事業体との総合的な収支の視点から考えると、全体的には   
黒字営業が可能であるということだ。これは長期的には相乗効果も生じ、自治体の  
－33－   
1財政にも少なくない肯定的な影響があるという。これは地下鉄の直接的な効果とも   
関連しているが、正確な測定・評価め困難のため本報告書では、、論じないこととし   
た。  
2節五大事業の概要   
この節では、地下鉄事業と並行して進められた、付帯五大事業を取り上lヂて、その概略  












面  積：20，9ba  
事業主体：京都市／京都醒潮センター㈱  
事業規模：計画住宅数1，500戸（現在戸数1．143戸）  
複合ビル 2棟（延べ床面横1Ⅰ6，0（氾mZ）  
体育館、図書館、老人福祉センター、ショッピングセンター等  
管轄部局：都市雀宅局  









1．山科地域のコミュニティーネットワーク拠点作り0   
2．魅力的なターミナル空間の創造。   
3．ゆたかでゆとりのある日常生活空間の創造。   











のほか、地元の宴会や婚礼などの利用を見込んだ「コミュニティーホール」を月指してい   
る。   
さらに、かねてから京津線との交差とバス・タクシー・⊥般車両の乗り入れによ・つて渋  
滞の原因になっていた駅前広場を整理し、外環状線との連絡をスムーズにする区画整理事  












面  積：約2．8山  
手業主体：京都市  





駐車場 約400台   
管轄部局：都市住宅局   
∴∵い－iこ：：：  
一36－   
【3】三条京阪駅前広場整備事業   
同事業は、京阪電車地下化事業の完成と地下鉄東西線開通、鴨川東岸線（鳴東線）の事琴  
化に伴い、京阪本線と東西線の連絡とバスターミナルという交通結節点としての機能をさ  
らに充実させ、地域の活性化に資するため、駅前広場を整備するというものである。   
また、三条駅東地区の一体的な調和のとれたまちづくりを進めるため、「三条ま与づく  
り協議会」（地元17団体と京都市で構成）において協議を進めながら、当該地区の整備計  









る。   
中心となる京阪三条駅ビルとバスターミナル等の完成は、1999年の予定である。  










ト御池」及び地下駐車場が建設された。   
そもそもこの計画が登場してくる背景には、  
1・行政、商業、業務施設が集中し、ピーク時の歩行者と自動車の混雑ザ、；交鱒渋滞や事  
－37－   
故の原因となっていた。  長識毛糸玉 抑  
2．都心部の商店街は御地通りを挟んで南北にのびているが、御池通りが広幅貞道魔のた   
め、商店街としての連続性が分断され、都心商業の活性の視点から、この南北の連続性   
が求められていたb  ノ⊥一  
3．地下鉄東西線の市役所前駅では、乗降客の集中が予想されていた占・  
4．都心部の駐車場不足による周辺道廠の路上駐車が、交通渋滞の一因になっていた。  














両  横：約1．3ba  
事業主体：京都駐車場株式会社（第三セクター）  
事業規模：く御地地下街・地下腱車場〉  
延床面積 約32，7α）m2  
店舗数  約60店  
政事場数約300台  
く御地弟2駐車場〉  
延床面横 約23，5（氾m2  
駐車台数 釣630台  
管轄部局：都市住宅局（地下街）  
都市建設局（第2）  





























1）鴨川東岸紛‥計画琴線革蕗の一つ。．華南部地域と市東部地域車蘇廓垂線道路の交通   
混雑を解消し鱒来宅頼遠道蕗ネッヤウークの鱒嘩に軍与するてとして、川端通の南、  
塩小路路通丁十条草間の1，600mを嘩月飢甲ぐ拡張すろ．∴このうちすでに認可されて   
rl  
いる区間隼、十重鱒～中央棟閉め坦2mのみであ右⇔神0峰以降に完成予定0京都  にはこの隠研こも郡市高速道路とらな和らとせ前鹿とした藤森連蕗整備計画がい  
くつかあサ，寿都 虐ある、ふ担当部局：郡市建設局  








一40－   















が出ていたが、結局実施されないままに今日に到ったのである。   






















事業計画決定以後、山科駅前再開発事業は急速に進められることになるのである。   
⑨ Al胃王とB臍査を基にした今回の♯憩二凝都市駄・（1979年かミら′1981年にかけて駅前  
地区の現況や交通流動等の基礎調査を行い、また19gl年には固からの補助金を受げで市街  
地再開藁商事法によるまちづぐり′についての調査（Å調査）を、駅前7．6baを対象に行っ  
た。その結果がまとめjられ Fあたぢ・しいまち甘くりのために」というパンフレットが作  
られ、「再開発の必要性を訴え、基本計画づくりに住民協力を待」るために「地元の安来  
学区に初の説明会盈希う」ことが新開を通じて発表された▲（r京都新剛1982年6月16日  
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もかなり時間がかかることになった。′次に、地元の人々が、この計画にどのように反応し、  
関与していったのか、地元の動きを追ってみたい。  
【2】地元の反応とニーズ・地元と行政の動き   





















調整についての議論の場として機能したのである。   






















ができなくなった行政側も個別訪問などで地元の説得を濃け、「再開発ニュース No．9』  






























【3】市街地再開発事業と私権   






































大変な思いをしている人もいるとのことである。   
































【51ほちびらき」への期待   
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いる。   
③他の五大事業との関係 大規模な開発が他の地域で行われており、山科特有の魅力を  
作っていく大切さが説かれている。市の市街地再開発課はそれぞれの事挙が異なるテーマ  
を持っているので、．競合することはないだろうとしている。  



















































た事後評価をする体制を整える必要があるだろう。   
いずれにしても、山科の再開発事業は既に立ち上がり、様々な人の思いと期待を受けな  
がら、「まちびらき」に向けて準備が進んでいる。空間的に整備された山科の本当の勝負  













く、「都市再肉感法」とぃう法敵土恵められた鹿畠である占「市転地再開尭事業とは、   
市街地あ土地の合理的かつ健全な高度利用と部市機能の東新を図るため、廓市計画  
・’普及びこの法律で定めるとご富に従うて行われる建築物及び建築敷地の整備並びに   
公共施喪の整備k関する事琴ヤあるム南街地再開発事業には、権利変換方式による   
第一種市街地南開尭事梁と用地貴収一管理処分方式による＃二種市痴地再開発事業   
がある。第一種市街地再開発事業は、次のような手順で実施される。1・高度利用   
地区に関する都市計画決定、え第一種市街地再開発事業に関する都市計画決定、3・   
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生じていることがわかる。  肺）煮椰女姻綾馳進脾．罰折。バス．那殊に，いて‖調7年7月よ♭作瓜  
－51一   
表Ⅲ－1－1地下鉄凛酉線受注企業の一覧  
エ  区   受  注  企  業  
京都府内企業   京都府外企業   
酬商工区   古瀬組、増田細   飛島建設、間組、日本国土開発、東海興  
兼、鮒建設 
醍醐北工区   仁木総合建設   竹中工務店、奥村組、村本建設   
小野南工区   増田組   前田建設工兼、住友建設、大農建設   
小珊工区   横田建設   鉄建建設、森本組   
桝寺工区   長村組   西松建設、東亜建設工業、大末建設   
蜘辻駅工区   仁木総合建設   鹿島建投、フジ久大本組、アイサワエ葉   
未聞工区   公成建設   書木建設、佐藤工業、東洋建設、松村組   
山科駅工区  大日本土木、三菱建設   
安朱工区   岡野欄   大成建設、書木建設、五洋建設、前田建  
設工業   
御駿東工区   吉村建設工業、金沢土建  佐藤工業、西松建設、鴻池租、．東洋建設   
鴨川横断工区   ケイコン   大林細、地疇工業、白石   
市役所前駅工区   吉村建設工業   鹿島建設、銭高組、不動建設、松村組   
堺町工区   公成建設   竹中土木、東急建設、東亜建設工業   
御池駅工区   横田建設   三井建設、松本建設、森細   
酉洞院工区   藤井建設   飛島建設、森本租、西武建設   
堀川駅土直   ケイコン   銭高租、矢作建設工業   
押小路工区   辰巳建設   五洋建設、奥村組土木興業   
二条駅工区   金下建設   漬水建設   
御陵駅工区   岡野組   大成建設、同相、浅沼租   
兼山トンネル工区  奥村組、清水連投、戸田建設   
最上駅工区   吉村建設工業   鴻池組、大日本土木   
神宮道工区   公成建投   日本国土開発、住友建設、大農建設   
東山駅工区  戸田建設、地崎工兼、株木建設   
東大路工区  フジ久熊谷組、竹中土木、戸田建設   
三条荒原順二区   古瀬組   大桃臥不動建設、日産建設   
鰍t所設備工事  東芝   
山科ま電所設備工事  三相   
設備工事   デリプ  
山科ま椚気設備エヰ   富士電気工葉  
t棚設傷工事・トライ布設工事  日本電設工菓   
t手紬設繍土手  新生テクノス   
t車線路設♯エ事  八千代電設工美   
姉小路指令所改造電気設備工事  原田電葉社  
昇降艦傭工事  フジテック   
昇降機鯉Ⅶ工事  日立製作所   
昇降機設≠エ事  日本オーチス・エレベ・－・ウ   
醐保守事務所t気設備事事  光星電エ  
信号保安・厳春案叶叩制  日本信号   
設備工事 
通借情報伝送設簾王事  日本電気   
通信線路毅曝玉事 栗原工業   
放送設備王事 松下電器産業   
ホ「ムドア泣所工事  川崎重工兼   
瑚駅自転車駐車場出入口新  
ェ■   
東野・細辻駅空調衛生設備工事  日本菅工業   三建設備工業   
（資料）F京都新馳1淡）7年10月11U付広告より作成。  
（注）京郁府内に本社のある会社を京臓腑内企業 それ以外を京榔汐l、企業とした。  
















【2】地下鉄にともなう再開発事業   
ここでは、地下鉄の付帯事業として、推進された五大事業のうち、現在完成しているゼ  
スト御地、醍醐センター（パセオ・ダイゴロー）をとりあげる。   










とどまっており、全体としては苦戦している。   
ゼスト御地も、集客はほほ予想通りの効果をあげているものの、売上高は思ったほど伸  
びていないというのが現状である。考えられる理由としては店舗の構成があげられる。ゼ  

















険性も内包している。   
②醍甜センター（バセオ・ダイゴロー） 醍醐センターは、醍醐団地総合再生事業の中  
核となる施設であり、既に文化、福祉、スポーツ、商業の複合施設である「パセオ・ダイ  
ゴロー西棟」が完成している。商業施設は、スーパー「平和堂」を中心としたショッピン  






















模な開発は東西線の輸送能力に此してこ どこまで安当性があるのだろうか∴  
【31既存の商業施設に対するインパクト   
東西線開通によって、再開発事業地区外に位置する既存の商業地設は、どのような影響  
を受けたのか。ここでは、ヒアリング調査をもとに、東西線開通を契機に地域として活性  
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の要因がこれである。もう一つは、二条駅周辺の再開発による外部からの流入人口を三条  









































2節 利用状況と乗客の声⊥一利用者アンケートより－  
【1I地下鉄東西線の営業効果   














































































¢ぞの他 その他の各項馴こついては、独自、の利用者アンケ－トがあるので、その結果を  
中心に分析することにしよう。  
表Ⅲ一2十2一改札口・・駅構内（トイレ）についてどう思うか？（％）  
ー便利七良い   甲・2   
掛こ何も感じない   声45   
やや不便   7．3   
すとく不便   
3．4   
不 明．   5．6   
合 四   
（資料）独自のアンケート結果（利用者）より。  
表■Ⅲ－∴2「3∴車両の大きさについてどう思う卸？偶）  
広く七良い   
i－3．i   
特に何も感じない   57．9   
‥やや狭く感七る   20．畠   
とセも狭く感七る1   畠   
不明  ■5．1   
会計1、   田   
（資翻独旨のナンケ⊥ト結束（利用者）より。  
－60－   
表Ⅲ－2－4 電車の本数についてどう患うか？傍）  
多くて良い   8．4   
ちょうど良い   55．6   
やや少ない   23．6   
とても少ない   3．9   
不明   8．4   
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②利用者アンケーニトの分析  
a地下鉄東西線の利便性分析  
表Ⅲ－2－5 東西線ゐ駅別乗客数（開業後1箇月平均）  
（単位 人）  
駅名   乗客数（9  乗客予測②－  ①－②   
醍し鰍  7，．000．   9，OqO  』2，000   
小∫ 野′」  3，000   3，000  
掛 辻   6，dbJ   6，紬0  
東  野   5，000   与，qqO  
山  科   15；000  23，008  』8，000   
御  陵   18，000   19，000   』1，000   
1計 上   － 5，－000   3，000   ‘2；：000■   
，東山・  6，000   9，000   』3，000   
三条京阪   20，000   2も000   』4，OqO   
京都市役所前  10，000   8，000   2，000   
鳥丸御地  ’‘24，000   21，000   3，000   
二条城前、   3，000   10，000   』7，000   
二 条   8，00P   16，000   』8，000   
合’計‘’  130，000   156，000   』26，000  
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表Ⅲ－2－6 再開発事業で知っているもの  
事 業 名   知名度ほ）   
ZEST御地   68．5   
パセオ・ダイゴロー   44．9   
RACTO山科   34．3   
二条駅前   20．2   















表Ⅲ－2－7 t幸の本掛こついて  
住   多くて  ちようど  やや少  とても   
所  良い  良い   ない  少ない   
伏見区   紙   66％   25蒐   哨   
山科区  22鴛   52％   9‡   9％   
中京区   0‡   33X   4哨   2硝   
東山区   硝   33Ⅹ   67X   硝   
（資料）独自のアンケート結果（利用者）より。  
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この点でも市民の不清がつのっている。（表Ⅲ－2－9）  
表Ⅱ－2－8 運抑こついてやや高いもしくは非常に高いと患う  
中京区   
山科区   
居住地  「やや高い」＋「非常に高い」    †3‡    3硝  伏見区  30％  隣接府県  3硝   
（資料）独自のアンケート結果（利用者）より。   
表Ⅲ－2－9 バスの路線の統廃合は不便だと患う  
住居地   「不便」   
中京区   27％  
隣接府県   23Ⅹ   
山科区   6硝   
伏見区   4諸  
（資料）独自のアンケート結果（利用者）より。  

























表Ⅲ－3－2 最寄駅別構成  表Ⅲ－3－1 年齢別構成  
最寄駅   （％）   
醍醐   6．5   
小野   0．6   
蜘辻   28．6   
東野   2．6 
山科   25．3   
御陵   14．3   
蹴上   16，2   
東山   0   
なし   2．6   
不明   3．2   
合計   100   
年齢   （％）   
10歳未満   0   
10－15歳   0．6   
16－19歳   3．2   
20代   11．7   
30代   9．1   
40代   19．5   
50代   17．5   
60代   26．0   
70代   8．4   
80代以上   2．6   
不明   1．3   
合計   100   
（資料）独自アンケート結果による0  
（資料）独自アンケート結果による○  
【21アンケート結果の概要   
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表Ⅲ－3－3 地下鉄建設の掛こ十分な説明があったかどうか（最春駅別）  
（％）  
十分に  
行われた   なかった   （人）   
醍醐   0   40   30   30   0  10   
小野   0   0   100   0   0  
蜘辻   0   18．2   4．1   38．6   2．2  43   
東野   0   0   50   50   0  4   
山科   7．了   30．8   38．4   23．1   0  39   
御陵   9．1   13．7   22．7   50   4．5  21   
蹴上   4   80   16   20   0  21   
なし   0   50   50   0   0  4  
（資料）独自アンケート結果（住民）より。   




表Ⅲ－3－4 地下鉄開通以前の交通楔関  
（複数回答）  
交通機関   （％）   
JR   26．0   
京阪木綿   10．4   
京樽線   46．8   
阪急   3．2   
叡山電鉄   0   
京福   0   
地下鉄烏丸線   5．8   
市バス   48．1   
京阪バス   42．2  
タクシー   20．1   
自家用車   29．9   
バイク   9．1   
自転車   1三l．0   
徒歩   9．7   
その他   0   
不明   1．3   
（資料）独自アンケート結果による。  
一67－   
















表Ⅲ－3－5 市バスの統廃合により、不便になったことは何か  
（複数回答、％）  
路線が減うた   31．2   
本数が減った   44．2   
乗り継ぎ料垂が   10．4   
高くなった   
他のバス」交通機関への 17．5   
アクセスが不便になった   
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通学にあわせたバスも復活する。ほかにも、醍醐バスターミナルから四条への直通パスが  
出来たり、都心部と山科・醍醐地区をつなぐものが大幅に増える予定である。   








表Ⅲ－3－6 京都都心部への所用時間の奉礫窄度（立寄駅別）  
（％） 
大変短縮  少し短慮  変こ他が  少し社長  大変延‡長  分からない  不明  実数  
された  された  ない  された  された  （人）   
三。二三二■   60   30   ‘6   0   0   10  0  10   
0   小野   100  JO  0  ∴8  0  m   
蜘辻   31．8   15．9  22．了   4．5   11．4   ‖．4  箪，3  導3   
東野   25   75   0   0   0   0  0   4 4 
山科  10．3  － 61．5  10．3   5．1  2．5   10．3  0  39   
御陵   0   g．1  a6．5   ヰ．5   22．7   22．7  ヰ．5  21   
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のなかに現れているということであるが、それについては後述することにする。   
それでは、先述の論点を念頭におきながら、各章で具体的に提起された問題点をピック  
アップし、その問題点に対応する内容を検討することで、報告書全体の内容をまとめるこ  











なかにあることを明らかにしている。   
建設段階においては、京都市の意図と実態との組磨の結果が、建設費の膨張にあらわれ  
ていることを検討した。京都市の意図は二つに分けて考えることができる。一つは、京都  































































の足の不便と事業費負担ではないかという執筆者の個人的な疑問は解消されていない。   
以上本報告書の内容を要約して見ると、最初に提起した間掛こ対する要由が浮かびあが  
ってくる。すなわち、東西線の利便性を、沿線だけではなくより広く波及させるためには、  
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きたいものである。このように、付帯事業自体はそのものが否定されるものではなく、現  
在行われている事業のあり方に問題があり、上述のとおりの中身をもつ、地元に利益が還  
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も指摘したとおりである。現状では、異なる交通機関との連絡をより円滑にすることで立  
体的な交通体系を造り上げることが欠如しており、その結果は付帯事業の不振や利用者・  
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執筆分担（回生、執筆個所）＆編集後記   










原田拓朗（2回生） Ⅱ－2   
ひよんなことから参加することになったゼミですが、けっこう水にあっていたようです。  
ご迷惑をおかけした皆様、本当にごめんなさい。来年はもっと単位をとります。  
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